
※ この制度には、所得制限があります。
※ この制度は、「特別児童扶養手当等の支給に関する法律」に基づき実施しています。
※ 申請後に審査があり、必ずしも認定になるとは限りません。要件を満たさない場合は、却下になることがあります。

＜在宅の重度障害児、重度障害者のための制度です＞

障害児福祉手当 特別障害者手当

認定されると、申請日の翌月分から手当が支給されます。

障害児福祉手当・特別障害者手当について

受給でき
る方

１ 申請日現在、満20歳未満であること
２ 施設に入所していないこと
３ 障害を支給事由とする他の公的年金等を受けていないこと
４ 毎年の所得が基準以下であること（裏面参照）

１ 申請日現在、満20歳以上であること
２ 施設に入所していないこと
３ ３か月を超えて病院等に入院していないこと
４ 毎年の所得が基準以下であること（裏面参照）

手当の月額
15,220円（令和５年４月現在） 27,980円（令和５年４月現在）

支払時期 ２月、５月、８月、11月の10日（土日祝日の場合は、前後することがあります。）

必要な書
類など

個人番号（マイナンバー）が確認できるもの、本人確認書類（本人以外の方が届出をする場合はその方の身元確認資料も必要で
す）、所得状況が確認できるもの、手当用診断書（※）、本人の普通預金通帳 等
※診断書は、原則として、所定の様式のもの（３か月以内）をご提出ください。詳細については、名護市社会福祉課へご相談ください。

障害の
程度

※必要に応
じて期間を
定めて認定
します。

精神又は身体に重度の障害を有するため、日常生活において常時の介
護を必要とする状態にある方
＜基準概要＞
別表１の障がいのうち、１つ以上の障がいを有する方
＜目安＞
・身体障害者手帳１・２級程度の方
・知的障害のある方（療育手帳Ａ１相当）
・高度の精神の障害により日常生活において常時介護を必要とする方
・その他長期にわたる安静を必要とする症状があり、日常生活の用を
弁ずることを不能ならしめる程度の方

精神又は身体に著しく重度の障害を有するため、日常生活において常
時特別の介護を必要とする状態にある方
＜基準概要＞
１ 別表２の障害のうち、２つ以上の障害を有する方
２ 身体障害を有する方で、別表２の③～⑤に該当する障害があり、
かつ、日常生活動作等に著しい支障をきたしている方
３ 高度の内部障害又はその他の疾病を有する方で、別表１の⑧に該
当する障害があり、かつ、絶対安静の方
４ 高度の精神障害を有する方で、別表１の⑨に該当する障害があ
り、かつ、日常生活に著しい制限を受ける方

別表１
① 両眼の視力がそれぞれ0.02以下のもの
 ※上記以外にも、視力障害と視野障害が重複していると、基準に該
当する場合があります。
② 両耳の聴力が補聴器を用いても音声を識別することができない程
度のもの
③ 両上肢の機能に著しい障害を有するもの
④ 両上肢のすべての指を欠くもの
⑤ 両下肢の用を全く廃したもの
⑥ 両大腿を２分の１以上失ったもの
⑦ 体幹の機能に座っていることができない程度の障害を有するもの
⑧ ①～⑦のほか、身体の機能の障害又は長期にわたる安静を必要と
する病状が①～⑦と同程度以上と認められる状態であって、日常生活
の用を弁ずることを不能ならしめる程度のもの
⑨ 精神の障害であって、①～⑧と同程度以上と認められる程度のも
の
⑩ 身体の機能の障害若しくは病状又は精神の障害が重複する場合で
あって、その状態が①～⑨と同程度以上と認められる程度のもの

別表２
① 次に掲げる視覚障害
 イ 両眼の視力がそれぞれ0.03以下のもの
 ロ 一眼の視力が0.04、他眼の視力が手動弁以下のもの
 ハ ゴールドマン型視野計による測定の結果、両眼の1/4視標によ
る周辺視野角度の和がそれぞれ80度以下かつ1/2視標による両眼中心
視野角度が28度以下のもの
 ニ 自動視野計による測定の結果、両眼開放視認点数が70点以下か
つ両眼中心視野視認点数が20点以下のもの
② 両耳の聴力レベルが100デジベル以上のもの
③ 両上肢の機能に著しい障害を有するもの、又は両上肢のすべての
指を欠くもの、もしくは両上肢のすべての指の機能に著しい障害を有
するもの
④ 両下肢の機能に著しい障害を有するもの又は両下肢を足関節以上
で欠くもの
⑤ 体幹の機能に座っていることができない程度又は立ち上がること
ができない程度の障害を有するもの
⑥ ①～⑤のほか、身体の機能の障害又は長期にわたる安静を必要と
する病状が①～⑤と同程度以上と認められる状態であって、日常生活
の用を弁ずることを不能ならしめる程度のもの
⑦ 精神の障害であって、①～⑥と同程度以上と認められる程度のも
の 



障害児福祉手当 または 特別障害者手当が認定されると…

○ 毎年８月12日から９月11日までの間に、所得状況届の提出が必要です。
受給者とその配偶者及び扶養義務者の所得を調査し、支給を継続できるか否か決定します。
提出がない場合は、８月分以降の手当の支給が停止されます。

＜所得の上限額＞

○受給者の状況が変わったときは、必ず各種変更届を提出してください。
 ① 住所・名前・振込口座・扶養義務者が変わったとき
 ② 障害が軽くなったとき
 ③ 死亡したとき
 ④ 次の施設に入所したとき

 ⑤ 病院や診療所、老人保健施設などに３か月を超えて入院（入所）したとき（特別障害者手当のみ）
 ⑥ 障害を支給事由とする年金等の給付を受けたとき（障害児福祉手当のみ）

特別障害者手当等各種事務受付必要書類一覧

(※)がついている書類は対象者のみ提出してください。
☆ 資格喪失事由を証明する書類を別途提出してください。
★ 申請者（相続人）の預金通帳(写)を提出してください。

所得金額（年額） 所得からの控除
本人 配偶者・扶養義務者 備考

0人 3,640,000円 6,287,000円

1人 3,984,000円 6,536,000円

2人 4,364,000円 6,749,000円

3人 4,744,000円 6,962,000円

4人 5,124,000円 7,175,000円

5人 5,504,000円 7,388,000円

児童施設 乳児院、児童養護施設、医療型・福祉型障害児入所施設、以上の施設と同様な治療等を行う指定医療機関

障害者施設
障害者総合支援法に規定する療養介護を行う病院、障害者支援施設、国立療養所、国立保養所、生活保護施
設（救護施設、更生施設）

老人施設 養護老人ホーム、特別養護老人ホーム（介護老人福祉施設）

扶養
親族数

扶養親族数６人以上の場合、扶養親族１人増すごとに以下の金額を加算します。
・本人（受給者） 38万円
・配偶者・扶養義務者 21.3万円

＜本人所得の判定において加算されるもの＞
①老人控除対象配偶者・老人扶養親族１人につき10万円
②特定扶養親族等１人につき25万円

＜配偶者・扶養義務者の判定において加算されるもの＞
○老人扶養親族１人につき６万円（※老人扶養親族のみ扶養の場合は、老人扶養親族のうち１人
を除いた人数）

認定請
求書

診断書

個人番号
(マイナ
ンバー)
が分かる
もの及び
身元確認
書類

所得状
況届

現況届
口座振
込申出
書

申請者
(本人)名
義の預金
通帳(写)

申請者
(本人)及
び代理人
の印鑑
(認印可)

同意書
（所得課
税証明書
の提出省
略、個人
番号等の
提供）

身障手
帳、療
育手帳
(写)

年金・特
別児童扶
養手当等
の受給が
確認でき
るもの
(写)

16歳以上
19歳未満
の控除対
象扶養親
族に関す
る申立書

資格喪
失届

未支払
手当請
求書

変更届

新規申請 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ (※) (※) (※)

資格喪失
（死亡以外）

☆ ○

資格喪失
（死亡）

○ ★ ○ ○

転入申請 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

転出・氏名変
更等申請

○ ○

有期更新 ○ ○ ○

現況の届出（毎年８
月実施） ○ (※) (※)

＜本人、配偶者、扶養義務者所得共通＞
雑損控除、医療費控除、小規模企業共済
等掛金控除、配偶者特別控除、社会保険
料控除（配偶者・扶養義務者は一律８万
円）、障害者控除及び特別障害者控除
（控除対象配偶者及び扶養親族）、（み
なし）寡婦（寡夫）控除、特別寡婦控
除、勤労学生控除 等
＜配偶者・扶養義務者所得のみ＞
障害者控除及び特別障害者控除（本人）

※各控除額には相当額、上限額、定額の
ものがあります。


